
出産後の手続きチェックリスト

出生日：　　　　年　　月　　日　　（期限は出生日から数えた目安です）

そろばんノート sorobannote.com/shussan-go ｜ 2026年10月19日時点の一般的なひな形です。扱いは各窓口で確かめてください。

生まれる前に

出産する医療機関で、出産育児一時金の直接支払制度を使うか確かめる

会社に産休・育休の予定を伝える（育休の申出は開始の1か月前まで、産後パパ育休は2週間前まで）

国民年金第1号・国民健康保険の人は、産前産後の免除を届け出る（出産予定日の6か月前から）

生まれてから5日ごろまで

会社の健康保険に入っている人は、子どもを扶養に入れる届を会社に出す（5日以内）

14日以内

出生届を出す（生まれた日を含めて14日以内、出生証明書つき）

国民健康保険の世帯は、子どもの加入届を出す（世帯主、14日以内）

15日以内

児童手当の認定請求書を住んでいる市区町村に出す（出生の翌日から15日以内、公務員は勤務先）

健康保険の資格ができたら

子どもの医療費助成を申請する（名前と対象の年齢は市区町村ごと）

マイナンバーカードを申請するか決める（出生届と同時に申請できる市区町村もある）

会社に

扶養控除等申告書の「16歳未満の扶養親族」の欄を直す

家族手当など社内の届を確かめる

出産手当金の申請書に会社の証明を書いてもらう（産前と産後に分けるときはその都度）

産後8週間まで

父は産後パパ育休（出生後8週間以内に最大28日）を使うか決める

出産手当金の産後56日までの分を申請する

育休が始まったら

育児休業給付金の初回申請の期限を確かめる（開始から4か月を経過する日の属する月の末日）

両親とも14日以上の育休なら、出生後休業支援給付金の上乗せを確かめる

2年以内・翌年

出産費用が一時金より少なかったときは差額を申請する（2年で時効）

医療費控除では、出産費用から一時金と高額療養費を差し引いて計算する（翌年の確定申告）

保育園の申込の時期を市区町村で確かめる（4月入所は前の年の秋から冬に受け付ける例がある）

期限のメモ（ページのツールで出した日付を書き写す）

出生届（14日）

児童手当（15日）

健康保険の扶養・国保の加入

出産手当金・出産育児一時金

育児休業給付金の初回・そのほか


